
１　　貸　　借　　対　　照　　表

＜法人単位＞ （単位：円）

Ⅰ　流動資産 Ⅰ　流動負債

現金及び預金 3,216,178,687 運営費交付金債務 1,789,596,554

１年以内回収予定長期貸付金 55,650,000 預り施設費 662,549,000

未収金 1,052,397,939 預り寄附金 86,397,237

前渡金 4,550,000 前受受託研究費等 1,195,214,933

未成受託研究 897,779,241 １年以内返済予定長期借入金 63,900,000

前払金 1,869,178 未払金 440,215,970

未収収益 12,658,547 短期リース債務 44,526,098

立替金 11,839,555 未払費用 100,920,559

流動資産合計 5,252,923,147 預り科学研究費 100,304,483

預り金 9,414,497

引当金

Ⅱ　固定資産 賞与引当金 4,663,885

　１　有形固定資産 流動負債合計 4,497,703,216

基礎研究事業資産 3,907,395

減価償却累計額 △ 3,516,657 390,738 Ⅱ　固定負債

建物 13,580,900,401 資産見返負債 4,098,264,165

減価償却累計額 △ 5,336,614,982 8,244,285,419 資産見返運営費交付金 776,148,922

構築物 372,951,261 資産見返施設費 17,248,335

減価償却累計額 △ 213,194,687 159,756,574 資産見返補助金等 459,479,349

車両運搬具 47,428,822 資産見返寄附金 240,899,867

減価償却累計額 △ 26,878,577 20,550,245 資産見返物品受贈額 170,414,212

工具器具備品　 6,028,922,925 建設仮勘定見返施設費 2,434,073,480

減価償却累計額 △ 4,062,876,664 1,966,046,261 長期借入金 172,900,000

土地 4,635,261,070 長期リース債務 65,551,003

建設仮勘定 2,434,073,730 固定負債合計 4,336,715,168

有形固定資産合計 17,460,364,037

負債合計 8,834,418,384

　２　無形固定資産

電話加入権 490,480 Ⅰ　資本金

工業所有権仮勘定 7,925,004 政府出資金 53,473,743,022

無形固定資産合計 8,415,484 資本金合計 53,473,743,022

Ⅱ　資本剰余金

　３　投資その他の資産 資本剰余金 1,142,626,480

損益外減価償却累計額（△） △ 5,464,473,466

投資有価証券 2,708,060,404 損益外固定資産除却差額（△） △ 1,271,315,099

関係会社株式 55,727,531 民間出えん金 276,919,732

破産更生債権等 17,374,000 資本剰余金合計 △ 5,316,242,353

貸倒引当金 △ 17,374,000 0

長期性預金 525,811,232 Ⅲ　繰越欠損金 △ 30,963,338,838

敷金・保証金 17,278,380

投資その他の資産合計 3,306,877,547

純資産合計 17,194,161,831

固定資産合計 20,775,657,068

資産合計 26,028,580,215 負債純資産合計 26,028,580,215

（平成２５年３月３１日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部



 ２　　損　　益　　計　　算　 書

（単位：円）

経常費用

研究業務費

基盤的技術研究費 597,730,186

難病・疾患資源研究費 1,384,853,702

研究開発振興費 4,729,153,481 6,711,737,369

融資事業費 755,295

人件費 1,215,884,084

一般管理費 423,964,290

財務費用

支払利息 8,414,523 8,414,523

経常費用合計 8,360,755,561

経常収益

運営費交付金収益 7,006,610,667

受託研究等収益 550,166,146

補助金等収益 61,861,659

受託事業収入 61,626,314

寄附金収益 22,697,468

納付金収入 239,929,450

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 163,132,379

資産見返施設費戻入 4,006,046

資産見返補助金等戻入 160,889,619

資産見返寄附金戻入 98,716,947

資産見返物品受贈額戻入 18,241,027 444,986,018

融資事業収入 1,660,626

財務収益

受取利息 11,699,299

有価証券利息 33,065,348 44,764,647

雑益 342,669,817

経常収益合計 8,776,972,812

経常利益 416,217,251

臨時損失

固定資産除却損 37,181,760 37,181,760

臨時利益

関係会社株式評価益 2,659,865

関係会社株式清算益 158,250,000 160,909,865

当期純利益 539,945,356

前中期目標期間繰越積立金取崩額 40,572,799

当期総利益 580,518,155

（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

＜ 法 人 単 位 ＞



                            ３　　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー　計　算　書                 

（単位：円）

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

基盤的技術研究業務支出 △ 369,293,956

難病・疾患資源研究業務支出 △ 1,173,194,045

研究開発振興業務支出 △ 4,701,439,483

融資事業支出 △ 816,655

人件費支出 △ 1,172,324,997

その他の業務支出 △ 338,563,379

運営費交付金収入 8,486,646,000

納付金収入 239,929,450

受託研究等収入 372,243,659

受託研究等の精算による返還金の支出 △ 34,043,807

補助金等収入 20,000,000

補助金等の精算による返還金の支出 △ 3,106,000

寄附金収入 20,130,000

融資事業収入 5,753,159

長期貸付金の回収による収入 111,300,000

関係会社清算による収入 158,250,000

その他の業務収入 443,567,217

2,065,037,163

利息の受取額 45,255,400

利息の支払額 △ 8,432,397

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,101,860,166

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 698,927,128

長期財政融資資金預託金の払戻による収入 700,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 2,134,864,195

無形固定資産の取得による支出 △ 3,568,520

施設整備費補助金収入 1,723,755,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 413,604,843

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 96,868,753

長期借入金の返済による支出 △ 69,500,000

不要財産に係る国庫納付等による支出 △ 194,788,692

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 361,157,445

Ⅳ資金増加額 1,327,097,878

Ⅴ資金期首残高 1,889,080,809

Ⅵ資金期末残高 3,216,178,687

（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

＜法人単位＞

小計



（単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

研究業務費 6,711,737,369

融資事業費 755,295

人件費 1,215,884,084

一般管理費 423,964,290

財務費用 8,414,523

臨時損失 37,181,760 8,397,937,321

（２） （控除） 自己収入等

受託研究等収益 △ 550,166,146

受託事業収入 △ 61,626,314

寄附金収益 △ 22,697,468

納付金収入 △ 239,929,450

融資事業収入 △ 1,660,626

資産見返寄附金戻入 △ 98,716,947

財務収益 △ 44,764,647

雑益 △ 117,622,164

臨時利益 △ 160,909,865 △ 1,298,093,627

業務費用合計 7,099,843,694

Ⅱ　損益外減価償却相当額 552,121,544

Ⅲ　引当外賞与見積額　 △ 234,348

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 24,803,245

Ⅴ　機会費用

282,623,182

Ⅵ　行政サービス実施コスト 7,959,157,317

４　  行　  政 　 サ 　 ー 　 ビ 　 ス　  実 　 施　  コ 　 ス  　ト　  計    算 　 書

（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

＜ 法 人 単 位 ＞

政府出資等の機会費用



法 人 単 位

５ 注 記

Ⅰ．重要な会計方針

１． 運営費交付金収益の計上基準

費用進行基準を採用しております。

当研究所は医薬品・医療機器等技術に関し、医薬品及び医療機器等並びに薬用植物その

他の生物資源の開発に資することとなる共通的な研究、民間等において行われる研究及び

開発の振興等の業務を行っております。研究開発業務の不確実な性質上、柔軟な事業の執

行を確保することが必要であること、並びに成果達成度合の見積もりが困難であることか

ら、業務のための支出額を限度として収益化しております。

２． 減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物 １５年 ～ ５０年

工具器具備品 ４年 ～ ８年

また、特定の償却資産(独立行政法人会計基準第８７)の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(５年)に

基づいております。

３． 引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

運営費交付金により財源措置がなされない場合には、職員等の賞与の支出に充てるため、

翌期賞与支給見込額のうち当期発生分を計上しております。

なお、職員等に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置がなされる場

合には、引当金を計上しておりませんが、行政サービス実施コスト計算書における引当外

賞与見積額として、当事業年度末の支給対象期間に応じた支給見込額から前事業年度末の

同見込額を控除して計上しております。

(2) 退職給付に係る引当金及び見積額

① 退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上しておりません。

② 厚生年金基金から支給される年金給付については、運営費交付金により厚生年金基金

への掛金および年金基金積立不足額に関して財源措置がなされるため、退職給付に係る



引当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基

準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上して

おります。

(3) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別債権ごとに回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

４. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的債券

償却原価法(定額法)によっております。

(2) 関係会社株式

移動平均法による原価法(持分相当額が取得原価より下落した場合は、持分相当額)によ

っております。

５. たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成受託研究

個別法による低価法によっております。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２５年３月末利回りを参考に０．５６０％で計算し

ております。

７．リース取引の処理方法

(1) リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(2) リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

８．消費税等の会計処理

税込方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表関係

１． 基礎研究事業資産とは、医薬品技術等の基礎的研究に関する共同研究先である国立試験研

究機関等が使用している研究用機器等の資産であります。

２． 長期性預金は、期日前に解約できる権利を金融機関が保有する期限前解約特約付定期預金

及び１年超保有する定期預金となっております。なお、期限前解約特約付定期預金は、当研



究所が期限前に解約する場合には清算金を支払うこととなります。

３． 翌期以降の運営費交付金により充当されるべき退職給付見積額は、245,561,948円です。

４． 翌期の運営費交付金により充当されるべき賞与見積額は、33,701,534円です。

Ⅲ．損益計算書関係

１． 基盤的技術研究費は、ゲノム科学、たんぱく質科学など急速に進展する基礎研究の成果に

基づき、多くの企業・大学等が新たな医薬品等を開発する際に活用できる共通的・普遍的な

技術 の研究事業のために要した費用であります。

２． 難病・疾患資源研究費は、医薬品・医療機器の開発に欠かせない遺伝子、細胞、実験動物

など研究現場で必要とされている生物資源を開発するとともに、様々な生物資源を収集・保

全し、研究現場に安定的に供給するために要した費用であります。

３． 研究開発振興費は、医薬品・医療機器の開発につながる可能性の高い基礎的な研究を国立

試験研究機関や大学等に研究委託を行い、その成果を広く普及させるための費用であります。

また、投資の回収が困難な希少疾病の医薬品等の開発研究を企業等に助成金として交付し、

指導、助言等を行うための費用であります。

４． 融資事業費は、先端技術を活用した企業の研究開発活動を支援する融資事業のために要し

た費用であり、謝金、旅費、事務庁費等で構成されております。

５． 納付金収入は、希少疾病用医薬品等の研究助成を受けた企業及び医薬品・医療機器の実用

化段階の研究委託したベンチャー企業等から、製品売上高等に応じて納付される収入であり

ます。

６． ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、3,054,682円であり、当該影響額を除

いた当期総利益は、583,572,837円です。

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書関係

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 3,216,178,687円

Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書関係

国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額は11,153,293円です。



Ⅵ．不要財産に係る国庫納付等

１．不要財産としての国庫納付等を行った資産の種類、帳簿価額等の概要

資 産 の 種 類 帳 簿 価 額 等

現 金 及 び 預 金 1 9 4 , 7 8 8 , 6 9 2円

２．不要財産となった理由

出資先である(株)創薬技術研究所が解散したことに伴い残余財産の分配が行われたため、独立行

政法人通則法第４６条の２第１項の規定に基づき不要となったものであります。

３．国庫納付等の方法

現金納付

４．譲渡収入の額、国庫納付額及び減資額、国庫納付日

金 額 国 庫 納 付 日

減 資 額 1 9 4 , 7 8 8 , 6 9 2円 平 成 2 5年 3月 1 5日

５．国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額

譲渡収入より控除した費用の額はありません。

Ⅶ．金融商品関係

１.金融商品の状況に関する事項

当研究所は、資金運用については預金、国債、地方債、政府保証債に限定しています。

資金運用にあたっては、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、国債・地方債・政府保

証債等を保有しており、法人設立時に承継した関係会社株式を除き、株式等は保有しておりませ

ん。また、未収債権等の管理については、会計規程に基づき財政上最も当研究所の利益に適合す

るよう管理しています。

借入金は、当研究所設立時に承継した産業投資特別会計借入金のみであります。

２.金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表 時価 差額

計上額

(1)現金及び預金 3,216,178,687 3,216,178,687 0

(2)未収金 1,052,397,939 1,052,397,939 0

(3)投資有価証券

満期保有目的の債券 2,708,060,404 2,816,905,780 108,845,376



(4)長期貸付金 55,650,000 58,000,625 2,350,625

(5)長期性預金 525,811,232 560,756,201 34,944,969

(6)未払金 (440,215,970) (440,215,970) 0

(7)長期借入金 (236,800,000) (243,613,492) (6,813,492)

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1)現金及び預金(2)未収金(6)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3)投資有価証券

これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

(4)長期貸付金(5)長期性預金(7)長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額をリスク・フリーに近い市場利子率を基礎とした

利率で割り引いて算定する方法によっております。

Ⅷ．重要な債務負担行為

霊長類医科学研究センターに建設する高度実験棟建設工事代金として3,749百万円の工事請負契

約を平成23年11月に締結しました。その後平成25年2月に契約変更し工事請負額は3,815百万円とな

りました。そのうち、平成23年度で877百万円、平成24年度で1,470百万円支払済みであり、平成

25年度支払予定額として1,468百万円があります。

Ⅸ.重要な後発事象

当研究所は、研究生物資源事業の新たな展開を図るため、公益財団法人ヒューマンサイエンス振

興財団より、平成25年4月1日付けで、研究生物資源事業に係る資産を無償で譲り受けました。譲り

受けた資産の総額は575,858千円で、その内訳は建物475,365千円、土地89,432千円、その他の資産

11,061千円であります。


